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○宅配物流の大部分（個数基準で94％）を占める都市及びその近郊を対象とした、都市物流に着目。

○海外における都市物流の環境負荷軽減の取組の先進事例の詳細を把握するとともに、
それらの先進的な取組の背景にある都市政策又は交通政策を明らかにする。

○物流政策を所掌する地方自治体、物流関係機関及び事業者による都市物流の環境負荷軽減の取
組の方策の検討に寄与することを目的とする。

調査目的

１．調査目的と概要

1

中間報告の内容

(1) 国内の都市物流における更なるCO2排出量削減が可能な分野の整理

(2) 欧州等の海外における都市物流の環境負荷軽減の先進的取組の事例収集及び概要整理

(3) 欧州等の海外における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

２年目調査研究の内容

(1) 国内の施策及び取組

(2) 欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進的取組の文献調査及び現地調査 （★）

(3) 考察及びまとめ（★）

（★）本発表で説明する部分

調査概要



• 2023年度における日本の二酸化炭素排出量は9億8,872万トン。
運輸部門からの排出量は1億9,014万トンで19.2％。

• 貨物自動車による二酸化炭素排出量は運輸部門の38.3％、日本全体の排出量の7.4％。

• 我が国の年間の二酸化炭素排出推計量を都市内（50km未満）と都市間（50km以上）で比較すると、
貨物全体で、都市内貨物の排出量が78.5％を占めている。

• 特に、小型貨物では都市内排出割合が92％と高い。

2

２．導入

２．１ 日本国内のCO2排出量からみた都市物流の位置づけ

図１ 運輸部門における二酸化炭素排出量
資料：国土交通省HP https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html

資料：国土技術研究センター「連携重視のネットワ-ク型
交通体系」83頁

https://www.jice.or.jp/tech/material/detail/14
https://www.jice.or.jp/cms/kokudo/pdf/tech/material/r

_chap2.pdf

（元データ：道路交通センサスをもとに推計） 単位：トン

図２ 都市間と都市内の二酸化炭素排出量推計



• 都市物流においては、都市近郊の物流倉庫から都市内の店舗、家庭等に輸・配送される間に様々
なシーンで、「脱炭素型輸送手段への転換」又は「輸送最適化によるCO2発生抑制」の観点から
環境負荷軽減の取組がなされている。
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２．導入

２．２ 環境負荷軽減に資する物流シーンの整理

図３ 都市物流における主な物流シーン（作業場面）及び環境負荷軽減の取組イメージ
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【都市物流の環境負荷軽減策】

方策②
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7.無公害車両
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９.オフピーク
輸送

10.宅配ロッカー
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項目 方向性及び取組例

脱炭素型輸送手段への転換等

・鉄道・バスでの貨客混載。

・EV車・水素トラックの導入。

・自動配送ロボット等の新たな輸送手段の活用。 等。

輸送最適化によるCO2発生抑制

・輸送拠点の統合。

・輸送網の集約。

・配送ルートの最適化及び関連するシステムの構築。

・都市部等エリアへの貨物車の流入制限、プライシング等により一般交通との混在を回
避することで渋滞回避（一般交通からのCO2排出量を削減。） 等。

表１ 環境負荷軽減に向けた取組の区分

輸
送



• 欧州における都市物流の環境負荷軽減に関する取組事例として、
主にEUにおけるU-TURN、CityLab、Novelog等の助成事業を活用した34の事例を収集し一覧化した。

• それら取組の概要をカルテ形式で整理するとともに、次の段階であるインタビュー対象選定の基礎
資料とした。
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３．１ 事例収集の方針

３．２ 事例一覧 （1/3） 表２ 都市物流の環境負荷軽減に関する事例一覧

３．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進的取組の事例収集と概要整理（中間報告書より）



5

３．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進的取組の事例収集と概要整理（中間報告書より）

３．２ 事例一覧 （2/3） 表２ 都市物流の環境負荷軽減に関する事例一覧（続き）
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３．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進的取組の事例収集と概要整理（中間報告書より）

３．２ 事例一覧 （3/3）

３．３ 先進事例調査の選定

①行政関与の程度が高い。
②事業継続の可能性が高い。
③複数の方策をカバーしている。

環境負荷軽減に関する具体的な
施策に繋がる可能性がある。

調査可能性の評価。
（インタビューの可否等）

表２ 都市物流の環境負荷軽減に関する事例一覧（続き）



１年目は、ベルギー、オランダ及びイタリアの３か国とその都市※1について、
２年目は、英国及びスペインの２か国とその都市について、文献調査を行いとりまとめた。
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表３ 調査対象国・都市

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

対象国 対象都市 備考

オランダ アムステルダム 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

フローニンゲン
アムステルダム、メッヘレンでのインタビューを踏まえて、文献調査を
実施。

ベルギー メッヘレン 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

ブリュッセル メッヘレンのインタビューを踏まえて、文献調査を実施。

イタリア トリノ 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

エミリア・ロマーニャ州 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

ローマ 学識者アドバイスを踏まえて、文献調査を実施。

英国 ロンドン 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

マンチェスター 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

スペイン マドリード 文献調査、現地視察・インタビューを実施。

バルセロナ カタルーニャ州としての独自性を考慮し、文献調査を実施。

※１：エミリア・ロマーニャ州は州事例。
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４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等

表４ 英国における物流分野の環境負荷軽減に係る目標及び物流施策

英国政府及び市の各レベルにおける物流計画又はモビリティ計画を調査し、物流分野の環境負荷軽
減にかかる目標及び物流施策を整理した。

４．１ 英国における都市物流の環境負荷軽減に関する政策及び具体的な取組

物流分野の環境負荷軽減に係る目標 物流施策

英国
中央政府

• 2050年までに、ネットゼロを達成し、広範な環境目
標をサポートする。

• モーダルシフトの促進。
• 物流統合拠点及び共同配送センターの推進。
• ラストマイル配送の改善。
• ゼロエミッション車両の導入。
• デジタル技術の活用。
• 政策及び規制の強化。
• 持続可能な物流ネットワークの構築。

ロンドン市 • 2050年までに、ロンドン市内の交通によるCO2排
出量をゼロにする。

• 物流における大気質の改善及び騒音の削減を図
る。

• 鉄道又は水路の利用。
• 鉄道起点の保護。
• 貨物輸送戦略の統合。
• 小型物流統合拠点施設の提供。
• 集約拠点及び配送拠点の設計。
• 安全で効率的な配送の促進。
• オフピーク配達の奨励。
• カーボンフリー輸送の支援。

マンチェスター市 • 2025年までに、道路貨物輸送による炭素排出量を
年間10％削減する。

• 2025年までに、電気自動車充電施設の利用回数
を年間20％増加させる。

• 再生エネルギーの利用。
• 物流ネットワークの最適化。
• 低排出区域の導入。
• 低排出車両の導入。
• サイクル物流の促進。
• エコドライビングの推進。



■概要：ウォータールー駅の地下にある遊休スペースに貨物ハブ「Waterloo Freight Hub」を設置し、持
続可能な都市物流を目指す取組。
 道路貨物を、鉄道と排出ゼロの貨物バイクの組み合わせに移行することを目指す。

■段階：検討
■事業者：
・クロスリバー・パートナーシップ
・英国国営鉄道
・ネットワーク・レール社
・London Borough of Southwark
・London Borough of Lambeth
・ロンドン鉄道局
・ロンドン・アンド・コンティネンタル・レイルウェイズ社
・ウォータールー駅 他

9

４．１．１ 【ロンドン】 ウォータールー駅への貨物ハブ設置検討

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

ウォータールー駅  

  地下遊休
   スペース入口付近
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４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

ウォータールー駅への貨物ハブ設置検討

４．１．１ 現地視察結果（ロンドン）

取組の概要

・ウォータールー駅の遊休スペースを利用して、将来的には鉄道輸送とカーゴバイクを組み合わせた物流シス
テムを目指す。
・トライアル事業として、ウォータールー駅の一区画を貨物ハブとして活用し、バンで運ばれた荷物をカーゴバ
イクに積み替えて配送する予定。

背景及び問題意識
・ウォータールー駅は、ユーロスターの移転により空間が余っている。
・Eコマースの需要増加に伴い、トラック輸送による環境負荷が問題となっている。

環境負荷軽減の目標
及び政策等

・トラック輸送から鉄道輸送への転換を図る。
・カーゴバイクを使用することにより、都市部での排出ガスを削減する。
・国、地方及び市レベルの多くの戦略及び計画に貢献する。

関係者との

合意形成の過程

・ステークホルダーには、英国国営鉄道（Great British Railways Transition Team）、ネットワーク・レール社、ロ
ンドン・アンド・コンティネンタル・レイルウェイズ社、運輸省、地元自治体等が含まれる。
・土地を所有しているネットワーク・レール社に対して、ロンドン交通局からの提案でプロジェクトが始動。
・主要メンバーで週１回、関係者全体で月１回の会議を実施。配達事業者の選定、トライアル事業の無料貸与
交渉等を行った。

資金面での支援方法 ・トライアル事業の６か月間、ネットワーク・レール社から無料で土地を借りる交渉に成功。

取組の効果
・都市部での排出ガス削減が期待される。
・鉄道輸送とカーゴバイクを組み合わせた新しい物流システムの実現可能性を検証。

今後の課題
・鉄道輸送の詳細（貨客混載又は物流専用車両）を検討及び調整。
・鉄道車両から貨物ハブまでの運搬方法の確立。
・テムズ川を利用した舟運の計画も検討。



■概要：アンコート地区では今後、1,500戸の新築住宅から成る新地区の開発が予定されており、モビリ
ティハブの整備により、住民及び訪問者に駐車スペースを提供し、車両を地元の道路から排除
するとともに、全面改装されたアンコート グリーン沿いのコミュニティ環境で持続可能な交通手
段の選択肢を提供する。

■段階：一部実証

■事業者：マンチェスター市 他
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４．１．２ 【マンチェスター】 住宅開発と合わせたモビリティハブの整備

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

写真出典：マンチェスター市「アンコーツモビリティハブ」https://www.manchester.gov.uk/info/500390/projects_outside_the_city_centre/8462/ancoats/2
OpenStreetMapを国土交通政策研究所加工https://www.openstreetmap.org/#map=13/53.48248/-2.25134

プロジェクト概観  

  アンコーツ地区と
 マンチェスター中心
 地の位置関係図

https://www.manchester.gov.uk/info/500390/projects_outside_the_city_centre/8462/ancoats/2
https://www.openstreetmap.org/#map=13/53.48248/-2.25134（2025年５月19
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４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

住宅開発と合わせたモビリティハブの整備

４．１．２ インタビュー結果（マンチェスター）

取組の概要
・アンコート地区に新規で1,500世帯の住宅を整備し、モビリティハブを設置。モビリティハブには駐車場、カー
シェアリング、シェアサイクル及び充電スポットとともに宅配ロッカーを整備する。

背景及び問題意識

・マンチェスター市は経済成長に伴い、居住及び就労希望者が増加。市の政策として新しい住宅開発、環境対
策並びに公園、道路及び駐車場の整備が進められている。
・その中で目標値を定めており、特に気候変動に関する行動計画では、開発システムのプランニングの目標年
次を2038年に定めている。

環境負荷軽減の目標
及び政策等

・人流においては短距離移動における自動車利用を減らすこと、物流においては配送を集約することにより、
環境負荷軽減を目指す。

関係者との
合意形成の過程

・行政関係者には、住宅・コミュニティ庁、マンチェスター市の土地利用部署、交通局等が含まれる。土地の所
有者及び周辺住民もステークホルダーである。
・当初、モビリティハブに宅配の集約機能を持たせる予定だったが、開発用地の制約及び物流オペレーターの
不足により計画変更を余儀なくされた。（最終的に、大手５社の宅配事業者の宅配ロッカーを設置。）
・英国国内で新しい取組であったため、対応できる事業者が見つからなかった。駐車場、カーシェアリング、
シェアサイクル等の運営及び全ての物流会社のラストマイル配送に対応できるオペレーターが不足していた。
・モビリティハブの運営事業者を決定する際に設計変更が発生し、費用の増大及び整備期間の延長が生じた。

資金面での支援方法 ---

取組の効果
・短距離移動における自動車利用の減少及び配送の集約により、CO2削減が期待される。
・モビリティハブの整備により、アンコート地区が新たな居住地として選ばれる可能性が高まる。

今後の課題 ・プロジェクト初期段階から運営事業者を巻き込む必要性。
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４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等

表５ スペインにおける物流分野の環境負荷軽減に係る目標と物流施策

スペイン政府及び市※1の各レベルにおける物流計画又はモビリティ計画を調査し、物流分野の環境
負荷軽減に係る目標及び物流施策を整理した。

４．２ スペインにおける都市物流の環境負荷軽減に関する政策及び具体的な取組

物流分野の環境負荷軽減に係る目標 物流施策

スペイン政府 • 2030年までに1990年比で少なくとも55％の温室効果
ガス排出削減を達成する。

• 2030年までに交通部門における再生可能エネルギー
の利用割合を大幅に増加させる。

• 2030年までに都市部での配送車両の50％以上を電動
配送車にする。

• 物流センター及び配送車両のエネルギー効率を向上
させ、2030年までにエネルギー消費を20％削減する。

• 再生可能エネルギーの利用拡大。
• エネルギー効率の向上。
• デジタル化及びスマート物流の推進。
• 共同配送の促進。
• 電動配送車の導入促進。
• 低排出区域の設定。

マドリード市 • 2030年までに全車両の20％を電動車両にする。
• 2030年までに交通による温室効果ガス排出量を1990
年比で65％削減する。

• 物流センター及びマイクロプラットフォームの設置による
物流効率化に官民一体で取り組む。

• 市政府の役割：計画、規制及び場所の選定。
• 民間企業の役割：設置、運営、投資及び技術提供。
• 電動車両の導入に向けた具体的な施策を行う。 等

カタルーニャ州 • 温室効果ガス排出量を2030年までに1990年比で40％
削減、2040年までに65％削減、2050年までに100％削
減する。

• 都市内物流ハブの設置。
• ラストマイル配送の効率化。
• 夜間配送の奨励。
• 規制の標準化及び統一。
• スマート物流の導入。

バルセロナ市 • 温室効果ガス排出量を2030年までに1990年比で50％
削減する。

• 2024年までにバス車両の8％を電動化する。
• 2024年までに市の運営車両の80％を電動化する。

• 都市統合拠点の導入。
• 駐車及び荷降ろしエリアの最適化。
• オフピーク配送の促進。
• ピックアップポイントの設置。
• 配送車両の電動化及び低排出ガス車両の導入。

※１：バルセロナについては、カタルーニャ州の独自性を考慮し、州レベルも調査。



■概要：都市物流ネットワークのデジタルツインを作成し、官民連携の都市環境におけるオンデマンド物
流業務の実験及び意思決定を支援する取組。
マドリードのパイロット事業では、電動車を使って市内中心部へのラストマイル配送を行うため
に、市内中心部のプラザマヨール駐車場に都市統合拠点を配置。
 従来の直接配送を、都市統合拠点へ電動バンで配送し、都市統合拠点から最終消費者へは
E-トライクを使用する分割配送に変えてビジネスモデルを検証。

■段階：実証

■事業者：マドリード市交通公社、CITYlogin(貨物業者)社、他

14

４．２．１ 【マドリード】 デジタルツインを用いた低排出ラストマイル物流

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

【参考】
カナレハ広場の公共駐車場を

活用した都市統合拠点

  都市統合拠点の
 プロジェクト実施を
アピールする

 地下駐車場

  使用されている
電動車両の例  



15

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する深掘り調査

デジタルツインを用いた低排出ラストマイル物流

４．２．１ 現地視察結果（マドリード）

取組の概要
・マドリード市は、都市物流の効率化及び環境負荷軽減を目指し、企業とのコミュニケーションを強化し、中心
市街地への貨物車の流入抑制及びマイクロハブの導入等の施策を実施している。

背景及び問題意識

・物流企業と行政の接点がなく、企業の問題解決の窓口が存在しなかった。
・物流に関するデータが不足していた。
・Eコマースの需要増加により物流量が増加し、大気汚染、騒音等の問題が発生。
・持続可能なまちづくりのために、物流の環境負荷を軽減する必要がある。

環境負荷軽減の目標
及び政策等

・2030年までにCO2排出量を1990年比で65％削減、2050年までにCO2排出量をゼロにする。
・2030年までに路線バスを100％EV化する。
・低排出区域の設定及びEVの導入を促進する。

関係者との
合意形成の過程

・物流企業との意見交換の場を設け、EUの補助事業等の研究に共同で参加。
・マイクロハブの設置場所について、周辺住民の了解を得るための調整。

資金面での支援方法
・EVの導入及び買替並びに充電施設の整備に関する補助金を提供。
・EU又は市の補助金を活用してマイクロハブの整備を実施。

取組の効果
・デジタルツインの活用により、ルートの最適化及び輸送手段の効率化を実現。
・マイクロハブの導入により、輸送距離の削減及び配送時間の効率化を達成。
・公共駐車場を活用したマイクロハブの取組が成果を上げ、他の駐車場への展開が計画されている。

今後の課題

・マイクロハブの設置場所の確保及び周辺住民の了解を得ること。
・自営業者のEVへの転換率の向上。
・市民の意識改革を促進し、環境に配慮した物流事業者の選択を促すこと。
・テクノロジーの進歩に伴う物流管理及び評価の向上。
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オランダ ベルギー
アムステルダム フローニンゲン メッヘレン ブリュッセル

人口規模 約92万人（2022年） 約24万人（2022年） 約9万人（2023年） 約124万人（2023年）

物流政策の名称

「排出ガスフリーのモビリティ」
（2023年・アムステルダム市）

「ハブビジョンアムステルダ
ム」（2021年・アムステルダム
市）

「排出ガスゼロになるの
か？」
（フローニンゲン市）

「メッヘレン交通圏の地域モビリティ計
画2030」(2023年･フランドル政府モビ
リティ･公共事業局)
「持続可能で効率的なメッヘレンの都
市物流」(2020年・メッヘレン市）

「Good Move地域モビリティ計画
2020-2030」（2020年・
ブリュッセル首都政府）

環境負荷軽減に関する目標

･1990年比でCO2排出量を
60％削減。
･2030年からアムステルダム
の道路を走るすべての自動
車交通の排出ガスゼロ。
･自動車のない都市を目指す。

･ゼロエミッションゾーン
を通じて都市の大気の
質と生活の質を改善。

･2030年までに63億トンキロを道路か
ら水路又は鉄道に移行させる。
･2030年までに主要施設は排出ガス
ゼロ。
･CO2排出量の削減。
･空気の質の改善。

･2030年までに2005年比で温室
効果ガスを35％削減。
･市内に出入りする物資輸送車
両の移動の削減と最適化。
･自動車輸送から水路、鉄道等
環境に優しい車両への転換。

脱
炭
素
型

手
段
へ
転
換

3.貨客混載 － － － －

7.無公害車両の導入 EVの利用 － カーゴバイクの奨励
EV、カーゴバイク等の開発支
援

12.無公害車両優遇 － 低排出車両への補助 － －

輸
送
最
適
化
に
よ
るC

O
2

発
生
抑
制

集
配
拠
点

4.共同配送の実施 － － 共同配送の奨励 －
5.輸送ルート最適化 － － 貨物輸送ルートの指定 大型車両の交通条件の改善

6.集配拠点
 の高度化

都市近郊の物流
センターの設置 物流ハブ設置 － － 物流ハブの強化及び創出

市街地の最終物
流拠点の高度化
（マイクロハブ）

物流ハブ設置 － 住宅地でのマイクロハブ設置
特定の建物及び駐車場に物
流専用スペース又は保管シス
テム設置

道
路
上

1.帰り荷の有効活用 － － － －
2.輸送余剰容量活用 － － － －
8.物流車両の進入規制 －

ゼロエミッションゾー
ンの導入

自動車通行禁止区域及び自転車通
行帯の整備及び拡充

交通制限区域へのアクセス規
制の再調整

9.オフピーク輸送 － －
自動車通行禁止区域での無排出車
の規制

－

10.宅配ロッカーの活用 － －
マイクロハブでの宅配ロッカーの利
用

－

11.荷捌きスペース確保
（設置・管理） 荷さばきスペースの確保 － 道路上の荷さばきスペース確保 荷さばきスペースの管理

13.停留時間削減 － － － －

その他
インフラの整備 充電インフラの拡充 － － －
会議体の設定・企業との対話 － － 企業との継続的な対話実施 －
研究の奨励 － － － －

４．４ 各都市の物流政策の文献調査と現地視察・インタビュー調査結果のまとめ（物流関連政策と方策の一覧 1/3）

※番号は図３の物流の作業場面の上流からの通し番号である。

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等
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イタリア

トリノ エミリア・
ロマーニャ州 ローマ

人口規模 約85万人（2024年） 約444万人（2024年） 約276万人（2024年）

物流政策の名称 「トリノ大都市圏の持続可能な都市物
流計画」（2023年・トリノ市）

「地域総合交通計画2025テクニカル
レポート」（2021年・エミリア・ロマー
ニャ州）

「ローマ 持続可能なモビリティ計画」（2019年・
ローマ市）

環境負荷軽減に関する目標

･都市物流システムの有効性と効率
性･環境エネルギーの持続可能性･
道路移動の安全性･社会経済的な持
続可能性を確保。

･国の目標に従って、2025年までに
鉄道貨物輸送を最低30％増加、
モーダルシェアを最低13％にする。

･大気汚染と騒音公害、温室効果ガスの排出、エ
ネルギー消費を削減。
･人や物の輸送の効率と費用対効果を高める。
･地域の魅力と都市環境の質の向上に貢献。

脱
炭
素
型

手
段
へ
転
換

3.貨客混載 － － －

7.無公害車両の導入 － － カーゴバイク及び電気バン

12.無公害車両優遇 環境対応車の認定 － 省エネ車ボーナス制度導入

輸
送
最
適
化
に
よ
るC

O
2

発
生
抑
制

集
配
拠
点

4.共同配送の実施 混載の奨励 － －

5.輸送ルート最適化 － － －

6.集配拠点
の高度化

都市近郊の物流
センターの設置 都市物流拠点 都市貨物混載センター 都市物流拠点

市街地の最終物
流拠点の高度化
（マイクロハブ）

マイクロハブの奨励及び地図記載
促進

近接物流スペース マイクロハブ導入

道
路
上

1.帰り荷の有効活用 － － －
2.輸送余剰容量活用 － － －

8.物流車両の進入規制 交通制限区域へのアクセス規制の
再調整

交通制限区域設置 貨物交通制限区域の設置及び拡張

9.オフピーク輸送 夜間配送 規則による時間外配送の優遇及び奨励

10.宅配ロッカーの活用 宅配ロッカー設置 配送及び集荷を行える宅配ロッカー設置

11.荷捌きスペース確保
（設置・管理） 荷さばきスペースの管理 駐車スペース効率化 駐車スペースの増加、管理及び制御

13.停留時間削減 － － －

その他
インフラの整備 インフラ網の改善 － －
会議体の設定・企業との対話 関係者との会議の開催 貨物品質協定 リビングラボでの会議
研究の奨励 代替エネルギー開発 － －

４．４ 各都市の物流政策の文献調査と現地視察・インタビュー調査結果のまとめ（物流関連政策と方策の一覧 2/3）

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等
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英国 スペイン
ロンドン マンチェスター マドリード バルセロナ

人口規模
約886万人
（2022年）

約55万人
（2021年）

約328万人
（2021年）

約163万人
（2021年）

物流政策の名称

「ロンドン計画2021」（2021
年・ロンドン市）
「配送・サービス計画ガイダ
ンス」（2020年・ロンドン交通
局）

「グレーター・マンチェス
ター貨物物流戦略」（2014
年・グレーター・マンチェス
ター交通局）
「アンコーツ-ポーランド・ス
トリート・ゾーン」（マンチェス
ター市議会）

「マドリード 360 持続可能
なモビリティ計画」(2022年・
マドリード市）

「バルセロナ市都市モビリ
ティ計画2024」（2022年・バル
セロナ市）
「バルセロナの都市物流白
書」（2019年・バルセロナ市）

環境負荷軽減に関する目標

･2050年までにロンドン市内の
交通によるCO2排出量をゼロ
にする。
･物流における大気質の改善
及び騒音の削減を図る。

･2025年までに道路貨物輸
送による炭素排出量を年間
10％削減する
･2025年までに電気充電ポ
イントの利用回数を年間
20％増加させる。

･2030年までに全車両の
20％を電動車両にする。
･2030年までに交通による
温室効果ガス排出量を
1990年比で65％削減する。

･温室効果ガス排出量を2030
年までに1990年比で50％削
減する。
･2024年までにバス車両の
8％を電動化する。
･2024年までに市の運営車両
の80％を電動化する。

脱
炭
素
型

手
段
へ
転
換

3.貨客混載 － － － －

7.無公害車両の導入 カーボンフリー輸送の支援 低排出車両の導入 専用駐車スペースの提供
配送車両の電動化及び低排
出ガス車両の導入

12.無公害車両優遇 － － － －

輸
送
最
適
化
に
よ
るC

O
2

発
生
抑
制

集
配
拠
点

4.共同配送の実施 － － － －
5.輸送ルート最適化 － － － －

6.集配拠点
 の高度化

都市近郊の物流
センターの設置 集約及び配送拠点の設計 － 物流センターの設置 都市統合拠点の導入

市街地の最終物
流拠点の高度化
（マイクロハブ）

小型物流統合拠点施設の提
供

－ － －

道
路
上

1.帰り荷の有効活用 － － － －
2.輸送余剰容量活用 － － － －
8.物流車両の進入規制 － クリーンエアゾーンの導入 － －

9.オフピーク輸送 オフピーク配達の奨励 － － オフピーク配送の促進
10.宅配ロッカーの活用 － － － －
11.荷捌きスペース確保
（設置・管理） － － －

駐車及び荷降ろしエリアの最
適化

13.停留時間削減 － － － －

その他

インフラの整備 － － 充電インフラの整備 －

会議体の設定・企業との対話 － －
電動車両の導入に向けた
企業との協力

－

研究の奨励 － － － －

４．４ 各都市の物流政策の文献調査と現地視察・インタビュー調査結果のまとめ（物流関連政策と方策の一覧 3/3）

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等
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４．５ 各都市の物流政策の文献調査と現地視察・インタビュー調査結果のまとめ（中間報告より）
アムステルダム：中心市街地
配送拠点及び電動バイクでの
配送

メッヘレン：集配ロッカー整備及び
自転車を活用したラ
ストマイル配送

トリノ：公共交通インフラの利用及び新ガ
バナンスモデル

エミリア・ロマーニャ州：
州全域における交通制限区域
の物流ルール統一

取組の概要 • 郊外の物流拠点（マイクロハ
ブ）で荷物を集約。

• マイクロハブから自転車、小
型の電気トラック等で配送。

• ラストマイル配送に自転車活用。
• 中心市街地から離れた場所かつ
自転車で移動可能な位置に配送
拠点を開発し、荷物を集約。

• 都心部に宅配ロッカーを整備。

• novelog事業では、事業に参加した事業
者については、物流車両の交通制限区
域内への進入の時間制限をなくし（24
時間進入可能）、バス優先レーンの走
行を許可。

• 州全域の都市間で交通制限区
域へのアクセス許可の情報と
手順を統一し、広域で都市物
流ルールの管理を簡素化。

取組の背景とな
る課題や制度・商
慣行

• 人口及び観光客増加による
人及び貨物の混雑。

• 旧市街の細街路での荷さば
きによる渋滞。

• 旧市街の構造面での耐久性
の欠如。

⇒旧市街に大型の物流車両を進
入させない。

• 15年前は街の治安が悪く、交通
も整序化されていなかった。

⇒歩行者優先のまちづくりへの転換。
• 旧市街は道が狭く、物流車両を
起点に渋滞が発生。

⇒自転車での配送への転換。

• 公共交通への転換。 • 大気汚染。
• 物流関係の貨物車両に関して
は民間企業で管理しており、ま
た、短距離の都市物流が排出
量の主な原因となっている。

• 旧市街は道が狭く、輸送に適し
ていない。

⇒州、各自治体で行う交通制限区
域の規則を統一し、効果的に管理
したい。

CO2排出量削減
等を目的とした都
市政策及び交通
政策等における
物流の位置づけ

• 2025年を目標にエミッションフ
リーゾーンを設定。

• オランダの政策として2019年
から開始。

• 大気汚染のEU基準の達成を
目指す。

• 2030年までにゼロエミッションと
いうEUの目標を遵守。

• 物流交通が要因のCO2排出量ゼ
ロに向けて取り組む。

• 2011年のEUの交通白書では、2035年
を目途にEVへの転換、2050年を目途に
排出量をゼロにするという目標。

• 現在、トリノ市はPM10、PM2.5及びNOx
についてEUから指摘を受けている。

• 2021年末からEU全域で100都市が2030
年までにカーボンニュートラルを実現す
る都市連合が発足し、トリノ市も加盟。

• SULP及びエミリア・ロマーニャ
州の地域統合大気計画）に基
づいた公共交通及び自転車活
用促進の政策の実施。

既存の都市イン
フラ活用方法

• 自転車レーンの活用。 • 自転車優先ゾーン及び自動車の
通行規制ゾーンの活用。

• 駐停車禁止エリア、交通制限区域及び
バス優先レーンの活用。

• 交通制限区域の活用。

関係者との合意
形成の過程

• 都市計画での位置づけによ
り物流拠点（ハブ）の整備位
置を検討。

• 業界団体と調整（パートナー
として対話を重視）。

• 電気トラックの購入等の対応
が難しい企業に対しては歩み
寄り、一方的に決めない。

• 市が積極的に自転車配送を活用。
• 実施を通じて知識を習得し、経験
を積み、経験を活かして市が規
則を決めるという段階を踏む。

• 宅配ロッカーの整備位置につい
て、事業者と調整、市から公共空
間への設置を許可。

• 駐停車禁止エリア及び交通制限区域
の設定といったPUSH型の取組及び環
境負荷軽減に配慮した企業に対しイン
センティブを与えるPULL型の取組を実
施。

• 業界団体と調整。
• 経済面での活性化も配慮。

• 物流事業者との対話。
• 行政はスイッチを入れるような
役割。

資金面での支援
方法

• EVの購入、ディーゼル車から
の移行及び電気チャージ機
に対して国から補助金。

• EUの補助金（novelog事業）の活
用。

• EUの補助金（novelog事業）の活用（車
両購入等）。

• EUの助成期間終了後は、州又は市か
ら補助。

• 公共交通機関（事業者）への州
及び国からの補助。

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等
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４．５ 各都市の物流政策の文献調査と現地視察・インタビュー調査結果のまとめ

ロンドン：Waterloo駅貨物ハブ マンチェスター：住宅開発と合わせたモビリティハブの整備

取組の概要 • ウォータールー駅の遊休スペースを利用して、将来的に
は鉄道輸送とカーゴバイクを組み合わせた物流システ
ムを目指す。

• トライアル事業として、ウォータールー駅の一区画を貨
物ハブとして活用し、バンで運ばれた荷物をカーゴバイ
クに積み替えて配送する予定。

• アンコート地区に新規で1,500世帯の住宅を整備し、モビリティハ
ブを設置。モビリティハブには駐車場、カーシェアリング、シェア
サイクル、充電スポットとともに宅配ロッカーを整備する。

取組の背景となる課題や制度・
商慣行

• ウォータールー駅はユーロスターの移転により空間が
余っている。

• Eコマースの需要増加に伴い、トラック輸送による環境
負荷が問題となっている。

• マンチェスター市は経済成長に伴い、居住就労希望者が増加。
市の政策として新しい住宅開発、環境対策並びに公園、道路及
び駐車場の整備が進められている。

• その中で目標値を定めており、特に気候変動に関する行動計画
では、開発システムのプランニングの目標年次を2038年に定め
ている。

CO2排出量削減等を目的とした
都市政策及び交通政策等にお
ける物流の位置づけ

• トラック輸送から鉄道輸送への転換を図る。
• カーゴバイクを使用することで、都市部での排出ガスを
削減する。

• 国、地方、市レベルの多くの戦略や計画に貢献する。

• 人流においては短距離移動における自動車利用を減らすこと、
物流においては配送を集約することにより、環境負荷軽減を目
指す。

既存の都市インフラ活用方法 • ウォータールー駅の遊休スペースの活用 ―

関係者との合意形成の過程 • ステークホルダーには、国営鉄道会社（GBRTT）、
Network Rail、London & Continental Railways、運輸省、
地元自治体等が含まれる。

• 土地を所有しているNetwork Railに対して、ロンドン交通
局からの提案でプロジェクトが始動。

• 主要メンバーで週1回、関係者全体で月1回の会議を実
施。配達事業者の選定やトライアル事業の無料貸与交
渉等を行った。

• 行政関係者には、Homes England、マンチェスター市の土地利用
部署、交通局等が含まれる。土地の所有者及び周辺住民もス
テークホルダーである。

• 当初、モビリティハブに宅配の集約機能を持たせる予定だった
が、開発用地の制約と物流オペレーターの不足により計画変更
を余儀なくされた。（最終的に、大手５社の宅配事業者の宅配
ロッカーを設置。）

資金面での支援方法 • トライアル事業の6か月間、Network Railから無料で土
地を借りる交渉に成功。

―

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等
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４．５ 各都市の物流政策の文献調査と現地視察・インタビュー調査結果のまとめ
マドリード：デジタルツインを用いた低排出ラストマイル物流

マドリード：EV及び統合センターの活用
マドリード市 CITYlogin社

取組の概要 • マドリード市は、都市物流の効率化及び
環境負荷軽減を目指し、企業とのコミュ
ニケーションを強化し、中心市街地への
貨物車の流入抑制、マイクロハブの導入
等の施策を実施している。

• CITYlogin社は、FMロジスティックの子会
社として2019年に設立され、持続可能な
物流を目指して活動している。

• マドリード市内での低排出ラストマイル
物流の実証実験、メトロを活用した配送
システムの試行等を行っている。

• マドリード市は、排出ガスを出す車両の都
市内進入を制限する低排出区域を設定し、
物流企業に対して車両の買い替え及び運
営の効率化を促進している。

取組の背景となる課
題や制度・商慣行

• 物流企業と行政の接点がなく、企業の問
題解決の窓口が存在しなかった。

• 物流に関するデータが不足していた。
• Eコマースの需要増加により物流量が増
加し、大気汚染、騒音等の問題が発生。

• 持続可能なまちづくりのために、物流の
環境負荷を軽減する必要がある。

• Eコマースの需要増加に伴い、物流量が
増加し、環境負荷が問題となっている。

• 都市部の交通渋滞及び大気汚染を緩
和するため、持続可能な物流システム
の導入が必要。

• 物流企業として、環境負荷軽減と効率
的な配送を両立させることが求められて
いる。

• 排出ガスを出す車両が都市内に進入する
ことで、大気汚染が深刻化している。

• 物流企業にとって、車両の買い替えは大き
なコスト負担となる。

• 持続可能なまちづくりのために、物流の環
境負荷を軽減する必要がある。

CO2排出量削減等を
目的とした都市政策
及び交通政策等にお
ける物流の位置づけ

• 2030年までにCO2排出量を1990年比で
65％削減、2050年までにCO2排出量を
ゼロにする。

• 2030年までに路線バスを100％EV化す
る。

• 低排出区域の設定又はEVの導入促進。

• 車両の40％をEVに転換し、環境負荷を
軽減。

• マドリード市内では、EVは公共駐車場を
無料で利用できる。

• 低排出区域政策により、旧市街及び中
心部では環境に配慮した車両での配送
が必須。

• 2030年までにCO2排出量を1990年比で
65％削減、2050年までにCO2排出量をゼロ
にする。

• 低排出区域の設定により、排出ガスを出す
車両の都市内進入を制限。

• EV、天然ガス自動車及びハイブリッド車の
導入を促進。

• マイクロハブを設置し、EVを活用したラスト
マイル輸送を実現。

既存の都市インフラ
活用方法

• マヨール広場の駐車場の活用 • マヨール広場の駐車場の活用 ―

関係者との合意形成
の過程

• 物流企業との意見交換の場を設け、EU
の補助事業等の研究に共同で参加。

• マイクロハブの設置場所について、周辺
住民の了解を得るための調整。

• 欧州全体のコンソーシアムに参加し、持
続可能な物流及びイノベーションに積極
的に取り組むことで、マドリード市からの
協力要請を受ける。

• 行政と企業が協力し、どのように動いてい
けばよいか試行錯誤しながら学んでいった。

資金面での支援方法 • EVの導入及び買い替え又は充電施設
の整備に関する補助金を提供。

• EUや市の補助金を活用してマイクロハ
ブの整備を実施。

• EVの充電施設の整備費に対する補助
金を受ける。

―

４．欧州における都市物流の環境負荷軽減の先進事例に関する文献調査、現地調査等
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視点① まちづくり等の計画における物流の位置づけ

まちづくり等の計画における物流の位置づけという視点から、欧州の先進的な都市物流の取組を行う都市におい
ては、広域自治体連合又は市といった都市のレベルで物流に関する計画が策定されるか、都市計画等に組み込
まれていた。
欧州では、都市計画又は都市レベルの物流計画において環境負荷軽減に関する目標は、国又は州といった上
位レベルの目標を受けて設定されている。さらに、都市レベルの物流計画では、その都市が抱える課題に合わせ
て、具体的な地名又は道路名称を含めて行動計画が記載されていることが多く、都市レベルにおいて独自に物流
計画を持つことで、それぞれの都市の実情に沿ったより具体的な取組が促進されうるということが確認された。
本調査研究では東京都及び愛知県での取組を調査したが、日本では、広域自治体としての道府県のレベルにお
いて都市物流に特化した計画はあまり存在しない。その他市区町村いった自治体レベルでの都市物流に関する政
策も少ない。

視点② 制度による物流インフラの整備及び新技術の導入の促進

EU全体で掲げているカーボンニュートラルの目標に向け、各都市がCO2排出削減の目標達成に向けた行動計画
を策定している。その行動計画の一つとして中心市街地、旧市街等での低排出区域の設定を行っている都市がみ
られた。低排出区域の設定は具体的な目標値及び目標年次が設定されている中、行政は民間企業に対して継続
的に協議し、段階的な規制とEVへの転換にあたっての補助制度がセットで考えられていた。また規制が定められ
ていることにより、EV及び充電施設といった物流インフラ導入の機運醸成につながっていると考えられる。

視点③ 複数の事業者の関与が必要な物流の環境負荷軽減策の運用

事例から、行政、学識者又は住民を巻き込んだ取組の意義、行政の推進体制を整えること、行政が主体となって
実現に向けて検討を続けること、行政は事業継続のために事業者と柔軟に調整すること等が重要であることが確
認された。

５．まとめ
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都市物流の環境負荷軽減を推進するために、以下の三つの視点で整理した。
視点①：まちづくり等の計画における物流の位置づけ。
視点②：制度による物流インフラの整備及び新技術の導入の促進。
視点③：複数の事業者の関与が必要な物流の環境負荷軽減策の運用。

調査研究の結果として、視点①からは、
      （１）基礎自治体のレベルでの物流に関する計画立案は、ステークホルダー間の合意形成

（２）（州又は都道府県といった）広域的な視点でのルールの統一化が事業者の負担軽減
に繋がりうること等が知見として得られた。

視点②からは、欧州の事例では、
      （１）中心市街地、旧市街等での低排出区域の設定といった政策及び規制を実施している

（２）規制は物流インフラの整備及び新技術導入へのインセンティブとなっている
（３）行政と民間企業が継続的に対話し、物流インフラの整備及び新技術の導入を推進している

等が知見として得られた。

視点③からは、
      （１）民間企業、行政、学識者等多様な視点から意見交換するために、多様な主体間の連携に繋が

る情報交換の場が設置
（２）行政においては物流の専門部署が設置
（３）業種によらず環境負荷軽減に問題意識を持った民間企業によって配送の効率化等が検討

されることが、
従来の事業モデルの見直しといった新たな対応策に繋がる可能性があることが知見として得られた。

５．まとめ
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